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「保　護　観　察　制．度　の　研　究」要要旨旨
1．20世紀は保安処分の時代であるとされている。わけても英米諸国で発達をみた社会内塑遇方法とし
てのプロペーシヨンは大陸法系の保安処分をのりこえ犯罪者に対する処遇形態として世界的に注目され
るk至つている。とくに，国際連合社会防衛局はこれに着目し，この制度の普及に一方ならぬ努力を払
つてきた。そこには犯罪者の処遇は，施設外における徹底した個別的処遇によるのを最良とするという
歴史的事実にもとつく信念がひそんでいる0
2．大陸法系思想をうけ継いできたわが国でも，早くから少年の保護観察制度としていち輸う成立してい
たが，第2次大戦後に英米法系の影響により成人のそれを含む本格的な制度に生長するに至つたo
　　もとよりプロペーシヨン，なかんつく保護観察制度にみられる思想的背景はわが国に於いてもこと新
　しい面のみではなく，それなりに歴史的背景をもつてすすめられてきたoとくにわが国における保護観
察制度は施設収容前，k・よび施設収容後の両者にまたがるプロベーシヨンおよびパロールを包括するも
　のとして独自の発達をとげたものであるoしかし・本来の意味のプロベーシヨンは依然としてこれから
の課題として残されている0
3．本研究は世界主要諸国に於けるプロペーシヨン制度の歴史的，比較法的考察を試みた上，わが国に齢
ける保護観察制度の本質を論じ，いかなる処遇方式が個別化処遇に対してとられねばならないかを論じ・
最後に保護観察制度の今後の課題につき論及し，その立法的要請を試みたものであるo
　　以下この票旨を略述する0
　1　諸　　論
　（1）報護観察制度の意義齢よび観念
　　　　刑罰の目的は今や犯罪者をいかに処遇し，その者の社会復帰をいかに図るかにかかつているo保
　　　護観祭制度は，わが国にお・いてはプロペーシヨン（Probation）於よびパロール（Parole）
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　　を含む総称である。プロベーシヨンはとくに選ばれた者に対し拘禁刑に代えて自助の精神を基本と
　　し保護観察官の助力を得て社会復帰を図ろうとする社会内処遇の一つであるoパロールは刑の執行
　　の一部を終つた者に対し，社会復帰を容易ならしめるために「仮に」釈放し，なるぺく拘禁刑を短
　　かくし，社会内処遇を施すものである。
　　　欧米諸国では，プロベーシヨンおよびパロールにはそれぞれの発展過程に澄いてもかなりの開き
　　があるが，両者は保護する者と被保護者の人格交渉により社会復帰の目的を指向するものであり，
　　本質的な差はないoわが國では，両者を統合して保護観察としていることに特質がある。
　、　現在進行中の改正刑法準備草案（以下準備草案という）では保護観察制度の一章（同草案第15
　　章）をもうけた。その特質は，（1）保護観察を行政官庁の所管とすることを明らかにしたことQ②保
　　護観察の目的を明記したことに意義があるoとくに第1点については，プロベーシヨンが外国では
　　例外なく裁判所に属しているのに対し，行政官庁に属することを明記した点で，保護観察制度の体
　　系化の上で意味を有する。　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　　1派の論者は保護観察を保安処分の1種としているQしかし，たとえば準備草案のごとく，保安
　　処分として治療処分澄よび禁断処分の2つの処分のみしか規定していないばあい礁あ争な，狭義の
　　保安処分に澄いて，その1種として保護観察の位置づけをするには無理があるoさらに広義trc・k“け
　　る保安処分の1種として保護観察を考えるに語いても問題が残る。なぜなら保安処分は広義におい
　　ても，ある種の人格的障害玄たは社会的危険性を有する者に対する，いわば消極的1処分方式であ
　　るに対し，保護観察はこれらの者をも含めたより広い積極的処遇方式である。したがつて，わが国
　　の保護観察制度の発生論的特色からみても，むしろ保護観察のうちに保安処分を内包させることが
　　より論理的ではなかろうかo
　　　プロペーシヨンの発展した英米法系の諸国には保安処分の概念がなく，プロペーシヨンの条件と
　　して大陸法系にいうところの保安処分に該当する遵守事項をもうけているところから考え合わせて
　　みても，保安処分の立法化がこれからの問題であるわが国にあつては右のように考えてゆくのが妥
　　当であると信ずるのであるo
（2）M・E・マイヤー（ME．Mayer）は，処罰には立法者，裁判官齢よび行刑吏が関・与し，各々
　　の5段階に分配されるものである（分配説），と説えたが．，リスト（H．V．Liszt）は刑事司法
　　と行刑の固い有機的結合を説き相対立する説をとなえた。わたくしは，わが国の保護観察制度が，
　　施設拘禁前澄よび拘禁後の両者㊥統括するものであることとも関連し，かつ本質的に刑罰の目的を
　一貰した犯罪人の改善主義と社会復帰の目的刑という点にあると考える立場から牧野，木村両博士
　が長年主張している5位1体論を基本理念とする0
2　保護観察制度の歴史
（1）保護観察制度の発展
　（イ）アメリカ
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　アメリカのプロペーシヨジの最初の立法は1878年のマサチユーセツツ州のそれであるoし
かし，その背景にはコモンロー上の裁判慣行として裁判所の宣告猶予権が長い間認められていたo
その確立につくしたのは犯罪人のもらいさげをしていたジヨン・オーガスタス（John　Auga噛
　stus）であるo以下アメリカのプロペーシヨン発展に貢献したひとびと5氏について紹徐（省
略）o
　つぎに最初の立法であるマサチ＝・・一セツツ州におけるプロベーシヨン制度の立法過程とその他
の州への伝播についてのぺた。このうちとくにプロペーシヨンは19世紀にむける少年裁判所運
動の面から促進されてきたoその先駆となつたのがシカゴ少年裁判所の設置である（1899年）
　ことに注目したいoここではマサチユーセツツ州の立法が一般刑事裁判所によつて適用される処
分方法であるのに対し，プロベーシヨンを少年裁判所の’?ｪの一方法として不可欠のものとする
　2種類のものとしてアメリカ国内でひろく伝播したことに特色があるo
　　さらにアメリカのプロペーシヨンの発展上の基礎となつた諸制度，なかんつくニユ・一一ヨーク州
　（1894年）をはじめとする判決猶予法，1955年の連邦プロベーシヨン法の結実を側面的
　にうながしたキリツツ事件かよび善行保証についてふれた。
（ロ）イギリス
　　ィギリスにおけるプロペーシヨンの発達に対する直接の基礎となつたものは，レコグニザンス
　（recognizance誓約）／一一の慣行であるoこれは裁判所または権限を与えられたマジスターの
　前で，被拘禁者が王に対して金銭債務を負うことを認める誓をして・それを裁判所の記録にのせ
　ることをいつた。この方法が刑事上fO・よび司法予防の方法としてとられたoかくて1820年四
轍判所で事実上のプ・ペーシ・ンの萌芽をみる姪つた・そし磁判官・ル（M・th・wB・
　Hill）がバーミンガム裁判所で改善の見込みのある者に対し後見人をつけることを実行し・さ
　らにコツクス（Edward　Cox）判事にもうけつがれ・1879年の略式裁判法によりプロベ’
シ・ンが成文化されるに至つた。蝋切法律では・モ…－kすで喉行されてv’ftこと以
　上のものは何ら制定していなかつた。本格的なプロ，ペーシヨン立法は1887年のイギリス初犯
　者保護観察法であるo
　　その後数度の改正を経て，1948年法に至るのである。
？9　ヨーロッパ各国
　　。＿nッ・・峰けるプn4一シ・ンは刑の執行猶予に監督を結びつける方法で発達した。これ
　がアメリカ，イギリスの宣告猶予の移入により修正され・条件付特赦制度として採用されていつ
　たoその典型がベルギー，フランスの立法であるoしかしプロペーシヨンが本来的に宣告猶予と
　結びついて発展してきたものであり，ドイツをはじめとする大陸法系では現在に至るも顕著な発
　展はみられない。ただニユージーランドをはじめカナダなど旧イギリス連邦嘱諏おいては・
　イギリス本国の影響のもとにプロペーシヨンも早くから立法化されているoしたがつてその形態
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　　　もイギリス・プロペーシヨン法と大同小異であるo
　　←）アジァ・中・南アメリカおよびアフリカ
　　　　この地方に診けるプロペーシヨンはごくわずかしか適用されていないo
　　㈱　わが国の保護観察制度
　　　　本来の意味のプロペーシヨンは大正11年の少年法制定までは存在しなかつたoしかし，プロ
　　　ベーシヨンは広義に於いては刑の宥免，軽減である。この意味の制度は古くから存在し，加賀藩
　　　に澄ける非人小屋，徳川時代の入足寄場，明治に入り静岡県出獄人保護会社等を史的事実として
　　　あげることができる・事実こ挿の実績からわカ・齢保鋸業は世界的にも比較的輔から出発
　　　しているとする学者も存する。しかし近代的な意味の犯罪者処遇上の理念とこれらの事実をただ
　　　ちに結びつけることはいささか疑念がある。諸外国に澄ける発達が，従来みてきたごとぐ，キリ
　　　スト教の影響加しは純粋な人道主義思想からきているの廟し，わが国の古塒代の保護轟
　　　は，人足寄場に澄いてみられるごとく，どこまでも官から与えられる恩恵から出発したものであ
　　　つたo同時にそれは排害的な拘禁手段として利用されたことを指摘したい。わずかに保護会の発
　　　生ともみられる出獄人保護会社と少年に対するプロペーシヨンが比較的早期に実現していること
　　　は幸いである。しかし，それも第2次大戦下va・k・ける治安維持法のもとに，思想犯保護観察法に
　　　より思想弾圧の手段として利用されるに及び最悪の不幸な歴史をもつに至つたoこのことが現在
　　　においてもなむ，保護観察に対する1種の監視的なものであるという誤解をうける点もあること
　　　は悲しむべきことといわねばならぬo
　②　諸学会に於けるプロペーシヨン討議の歴史
　　　フロペーシヨンの国際会議に澄ける討議の歴史は非常に浅いといえるが，保安処分の一分野とし
　　て古くからその土台を形成してきているoまず，国際監獄会議（のちの国際刑法及び刑務会議）が
　　古くから討議決議を重ねているoさらに第2次大戦後は，国際連合の社会防衛局が中心となり「犯
　　罪予防および犯罪人処遇会議」において貴重な貢献をしている。これらの諸会議va　k・けるプロペ＿
　　シヨンの決議事項とその討議内容について文献的記述を試みた0
3　プロベーシヨンに関する諸国立法形式
　　現行プロベーシヨン法制の比較法的考察をしたものである。現行プロペーシヨンを比較するには成
！人齢よび少年について各国とも別だての立法をしているので，2つに分けて考察し，その内容につき
t
’プロペーションの適用範囲，遵守条件，期間，取消，終了teよび期間について比較法的考察をしたo
（1）　アメリカに澄けるプロペーシヨン
　　　アメリカのプロペーシヨンは各州により相違があり・これを統一的にのべることは不可能であるo
　事実「釈放手続に関する法務総裁調査」（Attorney　Generale§Survey　of　Rele　＿．
　　ase．P・「°cedu「es）贈聯一全体vaついての詳細な研究を提供する・とはできFかつたとい
　われるoそこで，国際連合発行による「プロペーシヨンとこれに関係ある諸制度」（United
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Nations，Probation　and　Related　Measures，1951）にょりその概観を試み，
そのあと各州のプロベーシヨン法制の動向に大きな働きをしているN・P・P・A（現N・C・C
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
D）の標準怯についてのぺたo
（1）成年プロベーシヨン法制の現状
　　ア．メリカのプロペーシヨンは・宣告猶予k・よび執行猶予の2．つの制度とプロベーシヨンが結び
　ついて用いられているQただし，プロペーシヨンは全部の犯罪について適用があるのでなく，死
　刑などに該当する重大な犯罪の除外があり，プロペーシヨンに付するのは裁判所の特典であり，
　被告人の要求できる権利ではない。プロペーシヨンの取消権も当然裁判所にあり条件違反をすれ
　ばただちにこれを取消すことができるoプロベーシヨンの取消決定があればプロベーシヨンはな
　かつたものとして収監が命ぜられるoこの場合，執行猶予付プロペーシヨンでは，その刑かある
　いはこれを減じたものとなり，宣告猶予付の場合は元来，科せられるがき刑の範囲内にあるo
　　プロペーシヨン・オフィサーは裁判所にょつて選任され，任命されるのが一般的であるo選任
　方法にはメリツト・システム（選抜試験）をとるのを基準としている歩その通り行なわれている
　のはわず（？・である。プロペーシヨン・オフィサーの多くは社会事業学校の卒業生であるが一般に
　考えられているほど高い水準を維持しているわけではないo
　　プロベ＿シヨンの発達状態としては州内でプロベーシヨンに付されている人口と刑務所で服役
　している人口とを対比することが考えられ，プロペーシヨン人口が刑務所人口より多い所では非
　常にプ・ベーションが発達していると考えられる。アメリカでのプロベーシヨンの発祥地である
　マサチユーセツツではプロペーション人口対刑務所人口は9対1であり，ロード・アイランド州
　では10対1に当るo
＠　プロベーシヨン法制に関するN・P・P・Aの基準法
　　N．P．P．Aでは1939年来5次にわたりプロベーシヨン標準法を発表しているので・そ
　の変遷を述べたoこの甲でとくに注目に価するのはプロベーション制度とともに発展してきた判
決前調査搬との関係である。4・年法では，プ猷一シ・ン鮒するにつき必要であるカ・潴
　設に収容するについては必ずしも必要としなかつた（同法第2条）oところが55年法にだいて
　は処分のいかんにかかわらず判決前調査を必要としたことにある（同法第11条）oわが国には
　まだ判決前調査制度はなく，このN・P・P・Aの標準法の変遷はこれからの立法上大いに参考
　となるものと思われるo
←9　ジiペナィル・プロペーシヨン
　　ジユペナイル・プロペーシヨンについても成人と同様統一的にこれを述べることはできない。
　そこで前記，N・P・P・Aが中心となつて起草した1949年以降の標準法を中心に論述したo
　　まず少年年令はたいていの州では18才以下であるが（約21州），ある州では17，才（as・よ
　そ8州），または16才（およそ4州）となbている。最近の傾向としては，少年事件は家庭内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁17一
　　の問題がからむことが多いことから両親等の保護者と少年との関係の調整も重大な任務になつて
　　きたo
　　　そこで少年裁判所は家庭裁判所と同居していわゆるFamily　Courtと呼ばれることになり
　　つつある（例えばシカゴ，ニユーヨーク，ロード・アイランド）o少年に対するプロベーシヨン
　　はプロペーシヨン方式の極度に発達したものであり，少年の非行はすぺて両親の責任において防
　　止すぺきものであるとする見地に徹し，プロベーシヨンの条件も両親またはその他の保護者に対
　　するものであり，少年に与えられる条件は何もないoプロベーシヨンは，個人（少年）が一般社
　　会入たらんと努力する際に社会にょつて要求さt、る諸制度を認めて，これvaしたがうのを助ける
　　．過程であるoその意味ではプロペーシヨンは単なる「監視的な観察に終つてはならない」という
　　のがその目標であるといえるo
（2）　イギリスにお・けるプロペーシヨン
　　イギリスのプロベーシヨンは，1907年の立法によつて世界各地のプロベーシヨン禿達に大き
　な影響を与えた01925年の立法を経て，その影響のもとに1948年の刑事裁判法がプロペー
　シヨン立法として世界的にも，もつとも完全なものcして生まれたQそこで1907年法と比較し
　ながらその発達をのぺた01907年法ではプロペーシヨンはレコグニザンスの条件付でプロベー
　シヨン・オフィサーの監督に服することとして，プ・ペーシヨンを科していたのであるが，48年
　法ではζれを廃したoまた1907年法ではプロペーシヨンの範囲は軽懲役により罰せられる罪に
　限られていたが，1948年法では死刑，無期刑をのぞくすべての犯罪に拡張されたo
　　イギリスのプロベーシヨンも，わが国と同様，特志家を利用することにより発展したが，漸次完
　全な国家事業に移行しつつある。イギリスに於いてはプ・べ一シヨンは命令であり，判決の言渡し
　ではないoしたがつて条件違反の生じた場合は，裁判所は原犯罪について，裁判所の措置ずること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　らのできるすぺての方法をとることができ，再び犯行がをつても同様であり，明らかに宣告猶予であ
　るo
　　な澄，少年のプロペーシヨンは略式裁判所がこれを扱iA，児童少年法（1955年）によつてい
　るoプロペーシヨンの期間は1年以上5年以下であるが，家庭環境のよくない場合は，裁判所は少
　年を一定の施設に居住させてプ・ペーシヨンを行なうoそのための認可プ・べ一シヨン・ホステル
　と認可プロベーシヨン・ホームがあるQ
（3）西ドイツにおけるプロベーシヨン
　　1955年にはじめてプロペーシヨンが採用されたが，適用範囲は9ヵ月以下の軽懲役（gefa
　ngnis），名誉拘禁刑（E’i　ns　ehlieBungsstτ・afe），もしくは拘留刑（Haftstraf
　e）に限定されており，罰金に9いては認められて於らず（25条1項），わが国と比較しても非
　常にせまいoさらに監督に当る者も専門オフィサーの他に，警察監視（Polizeia　uf　sicht）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　の卸慶があり（第58条），本来のプロペーシヨンとはかなりのへだたりがあるo
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、
　　少年に対するプロペーシヨンは1922年の少年福祉法（Reichsgesetz　fur　Jugen＿
　dwohlfart）により14才以上18才未満の者に科せられることとなつたが短期自由刑や罰金
　に付することができなかつたので1945年に改正したoしかしナチスの影響があつたので戦後
　1953年に新しい少年裁判所法を制定して今日に至つているoこのうち特色のあるのは，少年刑
　事処分に伴一tうプロペーシヨンで期間の決定および遵守事項について抗告が許されることであるo
　これはプロベーシヨンの計画に従う意志のあることを約束した上，プロベーシヨンに付するためで
　あるoこの点わが国のプロベーシヨンと比較して大いに参考とすぺきであるo
　　東ドイツの少年裁判所法は1952年に制定されたoその内容は西ドイツのそれと同一の点が多
　い。その他，第3節では戦後ドイツ刑法草案を数次にわたり発表しているのでそのうちプロペーシ
　ヨンに関する点を論述している（省略）o
（4）東欧諸国に診けるプロペーシヨンとして二n・・一一ジーランド，ノールウエイ，スエーデン於よびオ
　ランダについて概説したo
　e）ニユージーランドのプロベーシヨン
　　　ニユージーランドほ1886年に少年のプロペーシヨン立法を制定し，アメリカのマサチユー
　　セツツとともに世界的にも著名なものであるoその後1920年に成人プロベーシヨン法を制定
　　し今日に至つている。他の諸国と1司様に当初は適用範囲は初犯のみに限定されていたが現在では
　　重大な犯罪をのぞくすべてに適用されるoまたプロペーシヨンがそれ自身一つの司法処分であり，
　　宣告猶予，執行猶予の単なる補助手段でないoしたがつてプロベーシヨンの条件違反のみで，翫た
　　な犯罪となり，略式裁判により3か月の懲役，または10パウンドの罰金に処せられるo
　e）ノールウエイのプロベーシヨン
　　　ノールウエイには，1つには刑事訴追を猶予する，いわゆるわが国の起訴猶予と類似した制度
　　があり，検察官が福利団体の調査報告を基礎として訴追を猶予し，プロペーシヨンを科す制変が
　　ある02つには，裁判所の行なう条件付猶予判決であるoこの適用範囲は1年以内の懲役・2年
　　以下の禁鯛というように非常に限定されているo
　？・）スエーデンにお・けるプロベーシヨン
　　　1906年にはじめて条件付猶予判決が制定され，数次の改正を経て今日に至つている0
　　1918年来判決前調査制度がとり入れられたoしかし，有給オフィサーによる規定はなく，も
　　つばら特志家に依存しているoこの点でわが国と類似している01939年の改正法はヨーロツ
　　パ大陸に齢いてはじめて成人に条件付宣告猶予を規定したものであり，他の諸国に大きな影響を
　　一与えているo
　←）オランダにお・けるプロペーシヨン
　　　条件付猶予判決むよび条件付升11Ef続猶予（起訴猶予）の2つがあるが，プロペーシヨン上の一
　　般的責任は検察庁にあり，実質的な役割は特志家からなる諸団体があたり，これが国家の統制，
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　　財政的援助と結合している。1965年1月1日より新保護法が施行され刑法典を回避している
　　点で世界の注目のまととなつているo
（5）わが国にお・ける保護観察
　④　執行猶予者保護観察法
　　　執行猶予制度がわが国にはじめにとり入れられたのは明治38年であるが，執行猶予者に保護
　　観察を付することとしたのは昭和29年からである（成人に対するプロペーシヨン）o執行猶予
　　者保護観察法はその運用基準を定めるものとして制定されたo執行猶予の適用範囲が3年以下の
　　懲役もしくは禁鋼または5千円以下の罰金であり，その他種々の制限をもつoしたがつて保護観
　　察もこの範囲内に限定される。その意味であくまでも執行猶予に付随するものであり，執行猶予
　　期間がそのまま保護観察期間となる6
　　　立法に際しては執行猶予を補助する手段として保護観察を付したのであり，保護観察の本質的
　　な運用もこの点から限定され実質的に多くの問題を内包している。　　　　　　　　　　・
　　　とくに，執行猶予は成人に対するものであるという理由から，その他の保護観察と比較して特
　　別遵守事項もなくその条件がゆるやかであるoしかも猶予期間中にこの条件違反を侵した程度で
　　は執行猶予の取消しはなされないoこうしたところから保護観察付執行猶予は有形無実化し，さ
　　らに他の保護観察へ悪影響を与えつつある。なお，わが国の刑事裁判va　teいては判決前調査が行
　　なわれていないので，わが保護観察制度はこの前提条件を欠いている。すなわち，こうしたとこ
　　ろから適格な保護観察対象者を選択することが不可能となつているのであるoその白番悪弊の出
　　てきているのが，この保護観察付執行猶予である。
　（ロ）犯罪者予防更生法
　　　この法律は，仮釈放者に対する規定を主たる目的として制定されたもので，アメリカのパロー
　　ルに該当する。わが国では保護観察の中にとり入れられている。1．家庭裁判所より保護観察所の
　　保護観察に付する旨の決定のあつた者，2．少年院からの仮退院を許された者，5．仮出獄を許された
　　者がこの法’va該当するo
　　　わが国の仮釈放は満期近くまで収容される傾向が強く，残刑期を仮釈放期間とし，その仮釈放
　　期間がパロール期間として保護観察に付することとなつているため実質的な保護観察を付するこ
　　とがむつかしいoしかも出所後保護観察所へ出頭せず行方不明となつても，残刑期が終了してし
　　まえぱ拘束力はないoここにも仮釈放者に対する保護観察の弱点があるo’今回の改正刑法準備草
　　案ではパロール期間は残刑期と関係なく最低6か且科することとしているのはこの点を改善しょ
　　うとするものであるoしかし根本的な解決方法とは考えられないo
　？9　少年法に語ける保護観察
　　　わが国における少年とは20才未満の老であり，家庭裁判所がその管轄機関であるo家庭裁判
　　所で行なう保護処分にはO保護観察所の保護観察に付すること，（P）教護院または養護施設に送致
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　　　すること，の少年院に送致することの5つの方法があるo（イ）の保護観察は独立の司法処分であり，
　　　条件違反により他の処分をうけることはないoこれに類似した制度に少年調査官が直接観察する
　　　試験観察があるoこれは専門の調査官による調査にもとづき監督をも行なう点で本来のプロペー
　　　シヨンにもつとも近いものである（調査に重点がおかれ，補導援護の面で弱い傾きがあるが）o
　　　少年に対する保護観察がこのようva　2つに分化していることはわが国の少年のための処遇方法と
　　　して不運なることといえるo
　　←）売春防止法　一婦人補導院法一
　　　昭和51年より施行され，20才以土の婦女で売春行為により補導処分に付された者は6か月
　　　間婦人補導院に収容されることとなつたo保護観察に付されるのはこの婦人補導院を仮退院した
　　者であるoしたがつてその基準法は犯罪者予防更生法によつている06か月自体が短期間である
　　上，その残期をもつて保護観察期間としているため実質的な保護観察は何らなされていないとみ
　　　てよいO
　㈱保護司法
　　　わが国の保護観察制度は有給の公務員の保護観察と無給の準公務員である保護司とでその監督，
　　指導がなされている。実質的指導は保護司によつて行なわれており，保護観察官は単なる補助者
　　　にすぎないo本法はその運営基準を定めたものであるo現在保護司は全国に5万2千人余りおり
　　民間の特志家からなつている。保護司制度には多くの利点もあるが，反面，不十分なところも多
　　　く，保護観察制度の未発達の1つの現象でもあるoこれからの近代社会に語ける犯罪者の社会内
　　処遇においてこの点をいかに調和して行くかが今後の課題であるといえよう0
　　6）その他の関係立法
　　　犯罪者の更生保護のため更生緊急保護法があるoそれにつき略説したo
（6）プロペーシヨン法制の比較的考察
　　わが国に澄いては本来の意味でのプロペーシヨン（宣告猶予に伴う．）保護観察）は存在していな
　　い。しかも判決前調査もなく，他の先進諸国に比してその立ち遅れはかくすべくもないo
　　その意味ではセイロン，インド，パキスタンよりも遅れてまさに18世紀の状態である。そこで
　わが国の保護観察制度を他の諸国との比較において法制的に，統計的に各種の材料をもとに対比し
　たものであるo各国の歴史的発達と現行法制の比較をしたあとの総ざらえの意味をもつものである。
4　保護観察の一一般理論
（1）保護観察における行為者類型
　　　ここにいう行為者類型は「社会的法律的見地」からこれを求めるoその前提として，保護観察と
　いえども処遇方法として，万能かつ絶対的なものではないが，その限界は流動的であり発展的であ
　　ると考え，保護観察の限界外の者をあらかじめ類型化して抽出するのは誤つていると考えるo行為
　者類型は判決前調査制度に診ける人格調査と密接に結びつくものであるoしかしその先進国である
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　アメリカのカリフオルニアにおいても直感以上を出ていないo対象者に効果的な処遇を施すため，
　かつ大量観察を能率化するため追求されなければならない課題であるo
　　従来，数多くの類型の研究がなされているが，概念的分類を出ず，目的が明らかでないo今日で
　はさ旅，目的的，個別的分類が必要とされて来ている。ここで求めようとするのは社会内処遇を施
　す以上，個人をも含めた社会環境をも考慮に入れ類型化を試みようとするものであるo今までに発
　表された内外の資料を参考にし，筆者の調査をつけ加えこれを知能・性格・非行歴の有無・初発非
　行時年令，非行種別，保護者の態度澄よび環境ならびに職業の有無について調べた結果，（1）重観察
　をすべき者とLrC非行歴，逮捕歴の多い者，暴力犯，帰住先が保護会の者，職業のない者，（2）中観察対象
　者として初犯時年令の早・い者，財産犯，（5）軽観察対象者はその他の者とし行為者類型の適用につバて保護
観察実務において次のごとき基準す左わち（nについて毎日左いし．2ザ5日澄きに保護観察官との接
　触を必要とする者，②について週1回もしくは数週間に1回の割合で接触を必要とする者，（3）につ
　いて月1回の接触もしくは文通のみでよい者についてもうけ，基本的に類型化することを提唱したo
（2）少年年令引下げ問題と保護処分
　　新少年法の施行にょり，昭和26年1月1日より少年年令の上限が20才未満となつた。ところ
　がいわゆる年長少年（18才以上，20才未満）による犯罪の凶悪化につれて，再び少年年令を
　18才未満に引下げ，刑罰の適用の対象とすべきである，という議論が起つている◎これに対する
　賛否両論をあげ，引下げ論の根拠のうすいことを私見として述べたあと保護観察からみてまず・（1）
　かりに少年年令を引下げると保護観察の期間が短縮し，そのため少年院の処遇期間をさらに短縮す
　ることとなり，仮退院の運用を阻害することとなる。②18才以上の者を刑事処分の対象とした場
　合には，起訴猶予於よび執行猶予の人員の増加現象は免れなくなり現在，保護処分適用の年長少年
　を再び無監督のまま放置することとなるo③少年に対する特別処遇の必要な心理的特質からみて，
　20才という年令さえ学問的にも中途半端なものとみられるoむしろ23才ないし25才まで延
　長することが刑事政策的要請である（いわゆる青年裁判所制度の設置については別論がある6）こ
　とを実証的に考察した。
　　かくて立法的要請として，各国の比較法的考察からみても，少年年令を引上げる動向にある時に
　逆に引下げることはゆるされないことo現在の少年処遇のための機関は分轄されすぎていることか
　ら，カリフオルニアva　toけるユース・オrソリテイのごとき，中立的行政機関にょる一貫した処遇
　機構をもうけるべきであることを要請したo
（3）少年の交通事犯に対する保護観察
　　少年の交通事犯は増加の一途をたどり，昭和36年では少年事件の75．8パーセントを占めたo
　これが社会問題となり家庭裁判所の少年事件の処分は甘すぎるとか，違反少年を野放しにしている
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　といつた批判もあり，少年の交通事犯は少年法の枠外に於くべきだという見解もあるoそこで，少
　年の交通事犯に対する保護観察を中心として，一一一一連の保護処分は果してその効果を収めるに適しな
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　いものか否かについて考察したo
　　少年交通事犯の実態を調査資料からみると，例年約半数が無資格運転である（48．1パーセン
　ト）o年令別では18才，19才の年長少年が6割を占めるoこれは違反少年の大部分が勤労少年
　（80パーセント）であることから見て当然であろうoしかも職業のある少年のうち95パーセン
　トまでが仕事上，車を必要とし，車と関係あり，これが76パーセントを占めているo
　　これに対する家裁の処分の内容は，検察官送致は51年の5．0パーセントから35年の9．6　’
　パーセンMさらに36年の11．9パーセントと増加しているが，不処分は昭和31年の16．9
　パーセントから55年の11．1パーセント，56年の8．7パーセントとしだいに低下しているo
　しかし審判不開始は例年全体の7割前後を占めるoこのように審判不開始，不処分を合計したもの
　は全体の8割強となるoこれが家裁の処分が甘すぎるといわれる原因となつているoしかし・不処
　分はそのまま野放しvaするのではなく，試験観察vaあわせて，補導委託をなし，強力な補導を行な
　つた者をも含めている。したがつて右の批判は適当でないo
　　さらに，試験観察の．1条件として自動車講習を受けさせる所が多くなり，名古屋，宮崎，その他
　受講後の成績がよいことが実証されているo知能，性格，身体的欠陥のある者，環境に問題をも
　つ少年については，刑罰でのぞんでも何のブラスにもならないことを論究し，個別処遇の必要性と
　して保護観察の果す役割の大きいことを述ぺた。関連事項としては，勤労少年を雇つている雇人に
　対する何らかの規制がとくに必要であることに言及したo
（4）アルコール中毒者に対する保護観察
　　アシヤツフエンプルグの説にしたがい，酒精中毒者を機会的飲酒者と習慣的飲酒老に分け，両者
　と犯罪との結びつきに関する従来の内外の文献を参照の上，前者は粗暴犯と結びつき，後者は主と
　して経済犯と結びつく傾向があることを論じた。
　　ふくて，これらの者に対する処遇方法としては保安処分を科することが望ましく，各国の保安処
　分とくに北欧諸国がすぐれた処邊方法をとっていることを指摘し，わたくしの基調とする保安処分
　と俣護観察との関係（本要旨1（1）以下参照）から第1に，保護観察の条件として飲酒しないことな
　どの遵守事項をつくることにし，早期治療をすること，第2に，条件違反についての病院治療を結
　びつげること，第5に，本人をとりまく家庭環境をも考慮し，保護会の利用を図ること，さらに本
　人に自信をもたせるため，興味ある職業につかせるよう努めることなどの問題を提起する。
（5）売春婦に対する保護観察
　　昭和55年からの売春防止法の施行により，売春婦に対する補導処分が科せられることとなつたo
　保護観察との関係では，この補導処分にもとづき婦人補導院を仮退院した者についての保護観察
　（5号観察），語よび，特別法としての売春防止法第5条違反で各種の保護観察に付された者の二
　つに分けて考察する必要があるo前者については，欧米諸国のとるプロベーシヨンと大陸法系のと
　る保安処分とを混合した1つの縮図が生ずることとなり・さらに判決前調査制度のわが国の論議の
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　　発端ともなり刑事政策的にもいろいろの問題を内包するものとなつたoこの点についての論理的解
　　明を試みたo
　　　つぎに・6か月の短期内の収容から仮退院した残期間についての保護観察であるため実質的な保
　　護観察は何らできないでいること（前述3（5）←）参照）から，なぜかかる方法をとらざるを得なかつ
　たかを批判し・実質的な目標からこれを抜本的に改正すべきことに論究したo
（6）麻薬中毒者に対する保護観察
　　　麻薬犯罪は大別して2種ある01つは，麻薬類の木法輸入，販売に関するものであり，他は麻薬
　　中毒者の不法使用であるo本稿では不法使用者に対する治療処遇を保護観察との関係において論じ
　たo
　　まず，麻薬中毒者の一般的性格を内外の資料却よび筆老自身の調査から比較検討し，麻薬犯は1
　つの精神的な病気であるとし，意志薄弱，酔生夢死の無自覚と蕪責任が人格的特性であり，生活態
　度はいちじるしく消極的であり，逃避的な点に特徴があることを結論づけたoか．くて，これから生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もずる犯罪はきわめてまれであり（麻薬法違反をのぞいて），麻薬を求めるためのより大きな収入を
　確保する手段として，財産犯と結びつくoしたがつて，これらの者に対する処遇方法としての保護
　観察の役割は，その予防手段，ならびに社会復帰の補助手段としてきわめて重要であり，従来，こ
　れらの者に対する保護観察をややもすると除外する傾向が外国においてもあることは見な語さなけ
　ればならないことを指摘するため，アメリカとぐにペスコー一・一のレキシントン麻薬病院，カリフオル
　ニァの麻薬病院（C．R．　C）の事例を引用し，わが国の美態報告を保護観察についてした上，（1）
　病院の処遇は2か月から5か月ぐらいの比較的短いものでよいこと，②釈放するにあたつて彼らを
　受け入れる確実な職業を保持してk一くこと，（3）とくに釈放後3か月は，適当で厳重な監督をし，一
　定期間ごとの状況報告を必要的なものとすることを提案したo
（7）保護観察に澄ける期間の不定期性　　　’
　　保護観察は社会内で対象者の補導・援護をする処遇方法であり，そのための期間は原則的にはこ
　のための必要を満たすためのものであり，それをもつて足りるものと考えるo
　　従来，保護観察のための期間は，本研究に澄いてもたびたび指摘してきているごとく，他の諸制
　度の付随的処分として扱われ保護観察期間については独自の必要な期間というものが考えられてい
　ないo保護観察のこうした状況から1歩すすみ，社会内処遇方式として独立の処分形式をうるため
　には，その期間は処遇の個別化を図る独自の期間とならねばならぬ。
　　・右の論理的基礎にたち，保護観察期間に不定期性をもたせ，従来の資料からプロベーシヨンおよ
　びパロールに対し・最高2年の不定期の保護観察を科し，6か月を単位として裁判所の決定により
　　　　　　　　ハ更新する方策をたてることを提唱するQ
（8）量刑問題と保護観察
　　刑罰制度の出発点である量刑については非常に多くの問題があり，まさに刑法学の縮図であると
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　いわれているqここでは現実の量刑がどのように行なわれているかを論じ，その実証的考察として・
　量刑の不均衡を執行猶予率bよび保護観察率について調査研究した。それらの結果からも導びかれ
　ることは，刑罰論についていかなる立場をとるにせよ，現行の量刑方式があまりにも直感的，経験
　的なものに終つているということ，これらのことからこれからの量荊方式としては判決前調査をそ
　なえた相対的不定期刑へ移行しなければならないことを結論づけるoさらに，いかなる形式の不定
　期刑を採用することが現実に則し，のぞましいかを論じ，アメリカのN．C．　C．Dのとる標準法
　からわが国でとるべき不定期刑方式に言及したoかくて・保護観察の適格性の問題は量刑の段階に
　おいてその第1の選択をすることからはじまることに留意し，判決前調査を生かすことはもとより
　であるが，これにも限界があるo現実の保護観察上から当該事件につき，保護観察の可能性の有無
　につき，保護観察官が何らかの型で法廷に澄ける処遇方法の選択に参加することが望ましいことを
　強調する。裁判官は有罪無罪を決定することのみに専念し，量刑については執行の段階で必要な処
　遇を施すことが望ましいとする事実認定と刑の量定を区分けするアメリカを中心とする裁判官の権
　限に関する論理から当然でてくることである。
（9）保護司制度の現実とその対策
　　保護観察制度研究の一環として保護司100人に直接面接し実態調査をした。
　　保護司と対象者との関係では何を夢いても対象者が信頼し，かつ人格的な接触のできる保護司で
　なくてはならず，対象者に応じた保護司を委嘱することが必要である。そのためには委嘱決定前に
　環境調査の段階で対象者をよく知つている必要があるo
　　保護司と保護観察官k一よび保護観察所との関係では保護観察官1人あて平均100名の保護司の
　主任官となつているoこのことは1人の保護司が平均5人の対象老を担当しているとして500人
　の対象者の動静を保護司を通じて見守つているわけであり，保護観察官がそのため机上書類整理に
　ほとんどの時間を費し，さらに保護司への連絡も十分にできず，保護司からの信頼もなくしている
　現状であるo名誉的に保護司となり単に年数が長いからという理由で表彰する功労制はまじめに人
　道主義から保護活動をしている他の保護司の反感をかうこともあるo
　　しかし，戦後20年近くの実績からみてようやく保護司が政治的に利用できないことがわかり実
　質的な保護司が増加してきていることは事実であるoしかし現在のような特志家の犠牲の上に立つ
　た保護観察制度は近代刑事政策として何といつても未熟であり，少なくとも現在の保護司数と保護
　観察官の数が逆になる位の人員の増加をし，保護司は地域社会に居住する者として保護観察官を補
　助するようにならなければ保護観察制度の進展は望むべくもないo
qo保護観察実際上の諸問題，
　　裁判官が保護観察を言渡すについては被告人がいかなる社会的背景をもつているかについて知る
　努力をしなければ保護観察といえども犯罪人処遇の万能薬でない以上効率ある保護観察は望めないo
　裁判官の中には保護観察について全くの無知な者もおり・この面への理解に努めると同時に判決前
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　　調査制度の実行が望まれるoさらに保護観察を現実に言渡した以上，保護観察所へ本人が出頭する
　　よう，万全を講ずること，立法的には保護観察官が裁判所へ出向いて判決後ただちに保護観察の誓
　　約をさせるよう改善すぺきであるo
　　　行刑と保護の面ではわが国の仮釈放期間が実質的な改善の度合に応じて仮釈放をするように運用
　　されていないため，仮釈放者に対する保護観察は1週間とか10日というような実質上保護観察の
　　不可能な日数であることが多い。これは仮釈放が施設内の保安維持のため利用されていることに原
　　因している。改正刑法準備草案はそのため1律に6か月の期間をもうげることとしたが，言渡刑よ
　　り長期にわたり実質上拘束することとなり，人権上問題がないわけではないoむしろ6か月以上を
　残した仮釈放をするよう改善に努力する方がこの場合至当なのではないかoなts保護観察の期間に
　　ついては別論した0
5　保護観察制度の将来とその立法的要請
（1）保護観察と犯罪予測理論
　　　犯罪予測には早期予測と再犯予測の2つが考えられる。保護観察に付すべきか，実刑を付すぺき
　　かの問題は現在の保護観察制度の中において再犯を犯さないという見込みのある場合にのみ保護観
　　察にゆだねるべきものであつて，ここに犯罪予測による量刑方法が用いられれば，大いに将来助け
　　となるものと考えられるo
　　　ここでは，これまでの再犯予測の砥究成果をたどり，どれだけ効果を発揮できるかについてまず
　　考察したo結論的には現在のところ全面的に信頼できる再犯予測手段というものは存在しない。同
　　蒔にいかに科学的な再犯予測方法が生まれたとしても，人間の行為は一定時期の限られた資料にょ
　　り予定通り動くものでなく複雑な因子の作用により行動するものと考えられ，そこに科学の入り込
　　めないものがあるoしたがつて再犯予測の手段を前進させることは当然必要であり，直感的量刑方
　　法から，科学的量刑方法への移行が望ましいのであるが，それはあくまでも量刑方法を補助する手
　　段を出ないものであることを論じたo
（2）少年犯罪と再犯予測
　　　以上の論点から具体的に少年に澄いてその少年の犯罪の特性をみた上・吉益氏の指摘する単一方
　　向の犯罪と多種E向のそれとについてみると，窃盗など比較的同種犯罪を単一・va犯す犯罪に澄いて
　　は全体的考察方法による予測が比較的現在に於いても可能である（ただし必ずしもこれが施設収容
　　に適しているとするものではない）o少年の大部分の犯罪は多種方向の犯罪であるが・これには偶
　　発的犯行も多いわけであり，前述の人間行働の複雑性からみて犯罪予測の入り込む余地は少年に診
　　いてはとくに少ないといえるo問題は，むしろいかなる形式の処遇を施すことが再非行に陥らしめ
　　ないかについて，その活路が求められるべきであるdその他若干の提言をしたo
（3）判決前調査制度
　　　アメリカにおいてプコベーシヨン制度と不可分の関係において発達してきたこの制度も，わが国
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　　　　　　t
においては今だに実現されていないoこれには，調査機関を裁判所におくべきか，行政機関におく
　べきか，又第5の中立機関にもうりるべきかについて各意見が分かれていてそれが1つのわが国特
　有のセクシヨナリズムにより実現を遅らせているoしかし準備草案においては宣告猶予制度をとり
入れていることは前述のごとくであり，近いうちに実現しなければならないことは何人も認めると
　ころである。そこで従．来論じられた資料をもとに，判決前調査制度の論点を整理し・将来いかなる
　立法形式のもとでこれを実現することが必要であるかvaついて展望をこころみたo同時に具体的事
　例により判決前調査のケース・研究を行なつたo
（4）宣告猶予制度と保護観察
　　この制度は，すでに改正刑法仮案にも採用しているだげに，わが国の保護観察の完成のために早
　急にとり入れたい制度であるo
　　宣告猶予がプロペーシヨンと結びつき欧米諸国で発達をみたのに対し，大陸法系に診いては執行
　猶予制度をもつのでその影響をうけているわが国に宣告猶予制をとり入れる必要の可否，また起訴
　猶予制をもつわが国における可否について論じ宣告猶予制がより勅果的に被告人の社会内処遇を施
　す上に於いて，保護観察とも結びつくものであることを考慮して，その実現を強調した。
審　　査　　結　　果　　の　要　　旨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（主査）　木村亀二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（副査）　安沢喜一郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（”）・久礼田益喜
本論文の題名va・V・うと・ろの保護観察という言葉は繊前の治安rere法違反者剛するものとして御1定
せられ，乱用されたといわれる昭禾tll・1年法律第29笥思想犯保翻難」廟ところの懸鎌と
は全然関係がなく，終戦後特膜米法のプ・ペイシ・ン制度の示唆の下に制定せられたと・ろの「執備
予者保護eras法」，「犯罪者予防甦法」等醐定せられた保護鞭鞭・純び・9下舗中微正刑
法醐草案第1諺襯定せられているee－xeee察制度を中心とし泄界各駄醐る保護蘇鞭醗達・
立法形式を歴史的，臓法的醐究し・さらに課護観察の一耀論立灘的要請について論じたもの
であり，全部で5編から成つている。
第噛は，「保翻察制度の骸拡び概念」・・つい備じ・著者は・わが欧沸ては・保翻察制
度とは，執行猶予者に対して拘禁に代えて自助の精神を基本どし保護観察官の助力を得て社会復帰を図ろ
うとする制度一英米法にいうところのプロペイシヨンと，仮釈放者に対して，その社会復帰を容易ならし
めるために社会処遇を施す制度との両者を総合したものと解している・勲譜者は・保護観察と保安処
分の関係について，前者をもつて後者の1種と解する見解va反対し，むしろ，前者の中に後者を内包させ
ることが＿層論理的であるとし，さらに，執行猶予老に対する保護観察と仮釈放者に対するそれとは・刑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　in　27一
?罰の目的をもつて犯罪人の改善と超）社会復帰にありとする目的刑の見地va立つて三位÷体論的なものと解
すぺきであるとしているo
　第2綿は・「保護観察制度の歴史」とし・アメリカ・イギリス・ヨーロツパ各国，アジァ，中，南アメ
リカ，アフリカ，および，わが国における保護観察制度の発展を説明し，さらに，国際監獄会議，国際刑
法｝’よび刑務会議，国際刑法会議・国際連合における保護観察制度に関する討議の模様を詳細に叙述して
いるo
　第5編は，「保護観察制度に関する諸国の立法形式」とし，アメリカ，イギリス，西ドイツ，東欧諸国，
k一よび・わが国の保護観察制度の立法について詳細にその特色・相違を説明し，さらに，保護観察の適用
上の制限，遵守条件，期間，取消，保護観察官等について比較法的検討を展開しているo
　第4編は，「保護観察の一般理論」とし，まず保護観察にかける行為者類型の問題を論じ，特別法犯と
保護観察の問題として少年年令引下げ問題，少年の交通争犯，アルコール中毯者・売春婦，麻薬中毒者に
対する保護観察を論じ，さらに量刑問題と保護観察，保護観察の期間の問題等を論じ，その他，保護観察
の実際上の問題として検禁・裁判・行刑と保護，環境調査調整上の問題等，個々の問題について評論して
いるo
　最後に・第5編は・「保護観察希1竣の将来とその立法的要請」とし，まず，保護観察制度の運用と犯罪
予測騰の前数よる科学的量刑の必要性，WJ決前調査寵の腰性の陥鹸討し，最後に，徽懸
観察制度が英米の宣告猶予制と不可分なものとして発達した事実に鑑み，宣告猶予制の確立の必要性を強
調しているo
　本論文は・第⊥に・保護観察制度について，比較法的見地から，その歴史的・国際的発展の跡を明らか
にし，わが国の立法をも含めて，世界諸国の立法の特色を総合的・批判的に研究したものとして，画期的
意義があり・わが国の刑事法学に対し，重要な寄与をするものといいうる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第三に・本論文は・右のような比較法的研究の結論として，わが現行法上保護観察制度を規定している
ところの執行猶予者保護観察法・犯罪者予防更生法，少年法に澄ける保護観察法，売春防止法，保護司法
の個々について・その制度の内在的な欠陥・不備について適切な批判を加えてk・り，それらの批判は，こ
れら現行法の改正につき重要な示唆を提供するものとして刑事政策学的に意義深いものといわねばならな
いO
　第三に・本論文は・その結論として・わが現行制度に欠如しているが，是非必要なものとして，特に判
決前調査制と宣告猶予制の導入・実現を強調しているが，これもまた貴重な立法論的課題を示唆するもの
といわねばならないo
　以上のような理由で・本論文は法学博士の学位を授与するに適格なものと判定するo
　　昭和41年12月10日
以 上
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